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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
対向した一対の検体接触部により被検体を挟持し、被検体に超音波信号を透過させて被検
体の特性を測定する超音波骨密度測定装置であって、
一の駆動源により前記検体接触部をそれぞれ駆動する２つの駆動機構と、
前記被検体に対する押圧力が所定の値以上になったときに、前記駆動機構による前記検体
接触部の駆動を個別に停止させる制御部とを備えることを特徴とする超音波骨密度測定装
置。
【請求項２】
対向した一対の検体接触部により被検体を挟持し、被検体に超音波信号を透過させて被検
体の特性を測定する超音波骨密度測定装置であって、
回転運動するシャフトと、
前記シャフトの回転運動を利用して、前記検体接触部をそれぞれ個別に駆動する２つの駆
動機構と、
前記検体接触部による被検体に対する押圧力が所定の値以上になったときに、前記駆動機
構による前記検体接触部の駆動を個別に停止させる制御部とを備えることを特徴とする超
音波骨密度測定装置。
【請求項３】
対向した一対の検体接触部により被検体を挟持し、被検体に超音波信号を透過させて被検
体の特性を測定する超音波骨密度測定装置であって、
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回転運動するシャフトと、
前記シャフトの回転運動を利用して、前記検体接触部をそれぞれ個別に駆動する２つの駆
動機構と、
前記シャフトと同一軸上に設けられ、前記検体接触部を介して前記駆動機構に伝わる前記
シャフトの回転と逆方向の圧力が所定の値以上となったときに、前記駆動機構による各検
体接触部の駆動を個別に停止させる２つのトルクリミッタとを備えることを特徴とする超
音波骨密度測定装置。
【請求項４】
請求項３に記載の超音波骨密度測定装置において、
前記２つの駆動機構は、
前記シャフト上に前記トルクリミッタを介してそれぞれ回転自在に取付けられたピニオン
ギアと、
前記ピニオンギアの回転運動を直線運動に変換し、前記検体接触部をそれぞれ駆動させる
ラックとをそれぞれ有し、
前記駆動機構毎に設けられた前記トルクリミッタが、
前記検体接触部、前記ラックを介して前記ピニオンギアに伝わる前記シャフトの回転と逆
方向の圧力が所定の値以上となるまでは、前記シャフトの回転運動に連動するように前記
ピニオンギアを回転させて前記検体接触部を駆動させ、
前記ピニオンギアに伝わる前記シャフトの回転と逆方向の圧力が所定の値以上となったと
きは、前記ピニオンギアを空回りさせて前記検体接触部の駆動を停止させることを特徴と
する超音波骨密度測定装置。
【請求項５】
請求項３に記載の超音波骨密度測定装置において、
前記２つの駆動機構は、
前記シャフトに前記各トルクリミッタを介してそれぞれ回転自在に取付けられた２つの送
りねじと、
前記送りねじの回転運動を直線運動に変換し、前記検体接触部をそれぞれ駆動させる２つ
のねじ受け部とをそれぞれ有し、
前記駆動機構毎に設けられた前記トルクリミッタが、
前記検体接触部、前記ねじ受け部を介して送りねじに伝わる前記シャフトの回転と逆方向
の圧力が所定の値以上となるまでは、前記シャフトの回転運動に連動するように前記送り
ねじを回転させて前記検体接触部を駆動させ、
前記送りねじに伝わる前記シャフトの回転と逆方向の圧力が所定の値以上となったときは
、前記送りねじを空回りさせて前記検体接触部の駆動を停止させることを特徴とする超音
波骨密度測定装置。
【請求項６】
対向した一対の検体接触部により被検体を挟持し、被検体に超音波信号を透過させて被検
体の特性を測定する超音波骨密度測定装置であって、
軸を中心に回転運動するシャフトと、
前記シャフトに固定され、前記シャフトの回転運動に連動して回転する2つのプーリと、
前記プーリに一定の張力で巻き付けたワイヤと前記ワイヤの張力を調節する張力調整機構
とをそれぞれ有し、各プーリの回転運動をそれぞれ利用して前記一対の検体接触部を個別
に駆動させる２つの駆動体とを備え、
前記検体接触部を介して前記駆動体に伝わる前記シャフトの回転と逆方向の圧力が所定の
値以上となるまでは、前記プーリと前記ワイヤ間の摩擦力により前記プーリの回転運動を
利用して前記駆動体に取付けられた前記検体接触部を駆動させ、
前記駆動体に伝わる前記シャフトの回転と逆方向の圧力が所定の値以上となったときは、
前記プーリと前記ワイヤ間の滑りにより前記駆動体に取付けられた前記検体接触部の駆動
を停止させることを特徴とする超音波骨密度測定装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
骨粗鬆症の診断等に利用される超音波骨密度測定装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
骨粗鬆症の診断のため骨中に超音波を浸透させ、骨中における音波の伝播速度（ＳＯＳ：
Speed Of Sound）を測定することにより、骨の特性を測定する超音波骨密度測定装置が既
に提案されている。このような測定を行う測定装置として、例えば特許文献１、特許文献
２に開示されたものがある。
【０００３】
特許文献１に開示されている「超音波組織評価装置」は、対向した一対の検体接触部で被
検体を挟持する手段として一本の送りねじを採用したものである。送りねじを回転させる
ハンドルを回すことにより、送りねじに組み込まれた２個の検体接触部が左右対称に連動
し、被検体を挟持するよう構成されている。また、この「超音波組織評価装置」にはトル
クリミッタが送りねじと該送りねじを回転させるハンドルとの間に設けられており、被検
体に検体接触部が接触後、さらに送りねじの回転を継続することによってトルクリミッタ
が作動し、２個の検体接触部の駆動が同時に停止する仕組みとなっている。
【０００４】
また、特許文献２に開示されている「超音波骨診断装置」は、一対の検体接触部をそれぞ
れ駆動させる別々のハンドルが設けられており、一対の検体接触部をそれぞれ個別に操作
することにより一対の検体接触部を個別に操作することを可能にしたものである。
【特許文献１】特許第３２１８２２４号公報
【特許文献２】特許第２８２１４６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
しかしながら、前記特許文献１に記載の「超音波組織評価装置」では、２個の検体接触部
が１本の送りねじに組み込まれているため、送りねじを回転させることによって２個の検
体接触部が左右対称に連動し、一方の検体接触部が被検体に接触した状態からさらに送り
ねじの回転を継続すると駆動力を制御するトルクリミッタが作動していた。そのため、被
検体が両検体接触部の中央位置にない場合、一方の検体接触部が被検体に接触した時点で
トルクリミッタが作動し、送りねじと検体接触部の移動が停止してしまい、もう一方の検
体接触部は被検体に接触しないといった問題点を有していた。
【０００６】
また、前記特許文献２に記載の「超音波骨診断装置」では、両側の検体接触部を個別に動
作させることができるため、被検体が両検体接触部の中央位置にない場合であっても、被
検体を挟むことは可能である。しかしながら、ハンドルがそれぞれ個別に設けられている
ため操作が煩雑であり、また検体接触部を被検体に当接させる圧力がハンドルの操作者の
感覚に左右されるため、２個の検体接触部によって被検体を等圧力で挟むことができない
という問題点を有していた。
【０００７】
本発明は、かかる問題点に鑑みてなされたものであり、被検体が一対の検体接触部の中央
位置にあるか否かにかかわらず、一度の検体接触部の駆動操作によって被検体を両側から
等圧で挟持することのできる超音波骨密度測定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
前記課題を解決するために本発明は、対向した一対の検体接触部により被検体を挟持し、
被検体に超音波信号を透過させて被検体の特性を測定する超音波骨密度測定装置であって
、一の駆動源により前記検体接触部をそれぞれ駆動する２つの駆動機構と、前記被検体に
対する押圧力が所定の値以上になったときに、前記駆動機構による前記検体接触部の駆動
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を個別に停止させる制御部とを備えることを特徴とするものである。
【０００９】
この構成により、駆動機構による前記検体接触部の駆動を個別に制御することができ、一
度の検体接触部の駆動操作により検体接触部で被検体を両側から等圧で挟持することがで
きる。
【００１０】
また、本発明は、対向した一対の検体接触部により被検体を挟持し、被検体に超音波信号
を透過させて被検体の特性を測定する超音波骨密度測定装置であって、軸を中心に回転運
動するシャフトと、前記シャフトの回転運動を利用して、前記検体接触部をそれぞれ個別
に駆動する２つの駆動機構と、前記シャフトと同一軸上に設けられ、前記検体接触部を介
して前記駆動機構に伝わる前記シャフトの回転と逆方向の圧力が所定の値以上となったと
きに、前記駆動機構による各検体接触部の駆動を個別に停止させる２つのトルクリミッタ
とを備えることを特徴とするものである。
【００１１】
この構成により、２つのトルクリミッタの設定値を同一設定値に調整しておくことで、一
度の検体接触部の駆動操作により検体接触部で被検体を両側から等圧で挟持することがで
きる。
【００１２】
また、本発明は、前記発明の駆動機構としてラックアンドピニオン方式を採用したもので
ある。
【００１３】
この構成により、ラックアンドピニオン方式を用いた超音波骨密度測定装置においても請
求項１に記載の発明と同じ効果を得ることができる。
【００１４】
また、本発明は、前記発明の駆動機構として送りねじ方式を採用したものである。
【００１５】
この構成により、送りねじ方式を用いた超音波骨密度測定装置においても請求項１に記載
の発明と同じ効果を得ることができる。
【００１６】
また、本発明は、前記２つのトルクリミッタを用いて検体接触部の駆動を個別に制御する
方式に替え、２つのワイヤー・プーリによる２つの滑り機構を利用して検体接触部の駆動
を個別に制御するようにしたものである。
【００１７】
この構成により、２つのワイヤの張力を同一に調整しておくことで、一度の検体接触部の
駆動操作により検体接触部で被検体を両側から等圧で挟持することができる。
【発明の効果】
【００１８】
この発明によれば、対向した一対の検体接触部により被検体を挟持する際に、被検体が一
対の検体接触部の中央位置にない場合であっても、一度の検体接触部の駆動操作により、
検体接触部によって被検体を両側から等圧で挟持することができるという効果が得られる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
以下に本発明の実施の形態を図面を参照しながら説明する。
（実施の形態１）
本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置は、ユーザが操作可能なシャフト上に
２つのトルクリミッタを設け、制御部によって一対の検体接触部をそれぞれ個別に制御す
るようにしたものである。なお、ここでは検体接触部をそれぞれ個別に制御する制御部と
してトルクリミッタを用いている。
【００２０】
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図１は、本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置の構成の一例を示す図である
。図２は、図１に示す超音波骨密度測定装置のシャフトに手動ダイヤルを取付けた装置側
面図である。
【００２１】
図１、図２に示す超音波骨密度測定装置において、検体接触部１及び検体接触部２は測定
対象である被検体を両側から挟み込むことができるようにそれぞれが対向するよう配置さ
れており、それぞれが超音波を送受波する超音波送受波器を有する。なお、検体接触部１
及び検体接触部２が有する超音波送受波器は移動しない固定式のものであってもよく、検
体接触部１及び検体接触部２のみが移動して被検体を挟持するようにしたものであっても
良い。
【００２２】
シャフト３は、ユーザの手動ダイヤル４の操作によって軸を中心に回転運動するものであ
り、トルクリミッタ５、６を介してそれぞれ回転自在に２つのピニオンギア７、８が取付
けられている。なお、ここではユーザが手動ダイヤル４を回転させることによりシャフト
３を手動で回転させるものについて説明するが、例えば電動でシャフト３を回転させるも
の等、シャフト３はどのような方法により回転させても良い。
【００２３】
トルクリミッタ５、６は、検体接触部１、２が被検体に接触し、検体接触部１、２及びラ
ック９、１０を介してピニオンギア７、８に伝わる圧力が所定の値以上となるまでは、シ
ャフト３の回転運動に連動するようにピニオンギア７、８を回転させて検体接触部１、２
を駆動させる。一方で、検体接触部１、２及びラック９、１０を介してピニオンギア７、
８に伝わる圧力が所定の値以上となったときは、ピニオンギア７、８が空回りを始めるよ
うにし、検体接触部１、２の駆動を停止させる。なお、ここで所定の値とはトルクリミッ
タ５、６が働く閾値を意味し、この値は予め任意に設定可能である。
【００２４】
ラック９は、ピニオンギア７の回転運動を直線運動に変換するものであり、検体接触部１
がラック９の動きと連動するように、検体接触部１とラック９とが接続されている。
ラック１０は、ピニオンギア８の回転運動を直線運動に変換するものであり、検体接触部
２がラック１０の動きと連動するように、検体接触部２とラック１０とが接続されている
。また、ここではピニオンギア８と検体接触部２との距離が遠いため、図1に示すように
ラック１０の強度補強のためにラック１０を略コの字状の連続構造体としている。
【００２５】
次に、シャフト３に取付けられたトルクリミッタ５、６についてさらに詳細に説明する。
図３は、本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置のシャフト部分の拡大図であ
る。
【００２６】
図３に示すように、トルクリミッタ５、６はそれぞれナット１１、１５とバネ１２、１６
とからなり、トルクリミッタ５、６が働く閾値をナット１１、１５の締め具合によって自
由に調整することができる。
【００２７】
ピニオンギア７、８は、シャフト３に回転自在に取付けられており、それぞれの両端には
スベリ板１３、１４又はスベリ板１７、１８が設けられている。
【００２８】
そして、このような構成のトルクリミッタ５、６を用いた場合、本発明の超音波骨密度測
定装置は、検体接触部１、２、ラック９、１０（図示せず）を介してピニオンギア７、８
に一定の圧力が加わるまでは、トルクリミッタ５、６とピニオンギア７、８間の摩擦力で
ピニオンギア７、８がシャフト３の回転運動に連動して回転する。一方で、検体接触部１
、２、ラック９、１０（図示せず）を介してピニオンギア７、８に一定以上の圧力が加わ
ると、ピニオンギア７、８に加わるシャフト３の回転方向の圧力がトルクリミッタ５、６
とピニオンギア７、８間の摩擦力を超え、シャフト３の回転運動に対してピニオンギア７
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、８が空回りを始める。
【００２９】
このトルクリミッタ５、６が働く閾値、すなわちトルクリミッタ５、６とピニオンギア７
、８間の摩擦力は、トルクリミッタ５、６のナット１１、１５の締め具合によって自由に
調節することができるため、本発明の超音波骨密度測定装置では、ナット１１及びナット
１５の締め具合を同じにしておくことにより、同じ条件でピニオンギア７、８を空回りさ
せることが可能となる。なお、ここで示したトルクリミッタ５、６の構成はあくまで一例
であり、他の構成によるものであっても良い。
【００３０】
次に、本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置の動作について図１及び図２を
用いて説明する。
シャフト３を回転させるとそれに連動してピニオンギア７、８が回転する。このピニオン
ギア７、８の回転運動をラック９、１０により直線運動に替え、それぞれ対向するように
設けられた検体接触部１、２を移動させる。
【００３１】
この時、一方の検体接触部（ここでは仮に検体接触部１とする）が先に被検体に接触した
とすると、被検体からの反発力が検体接触部１、ラック9を介してピニオンギア7に伝達し
、ピニオンギア７に加わるシャフト３の回転方向と逆方向の圧力が徐々に増加する。そし
て、被検体から検体接触部１、ラック９を介してピニオンギア７に加わる圧力が一定以上
となったときに回転自在に取付けられたピニオンギア７が空回りを始め、検体接触部１の
駆動が停止する。そのため、トルクリミッタ５の設定値を常に同じ値に設定しておけば常
に一定の圧力で検体接触部１を被検体に接触させることが可能となる。
【００３２】
また、他方の検体接触部２は、一方の検体接触部１が停止した後も移動を継続する。そし
て、検体接触部２が被検体に接触し、被検体から検体接触部２、ラック１０を介してピニ
オンギア８に加わるシャフト３の回転方向と逆方向の圧力が一定以上となったときにピニ
オンギア８が空回りを始め、検体接触部２の駆動が停止する。そのため、上述と同様に、
トルクリミッタ６の設定値を常に同じ値に設定しておけば常に一定の圧力で検体接触部２
を被検体に接触させることが可能となる。
【００３３】
また、さらに２つのトルクリミッタ５、６の設定値を同一の最適値に設定しておけば、対
向した一対の検体接触部１、２によって被検体を両側から同じ圧力で挟持することが可能
になる。
【００３４】
以上のように、本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置によれば、シャフト３
上に２つのトルクリミッタ５、６を設け、各トルクリミッタ５、６の設定値によって一対
の検体接触部をそれぞれ個別に制御することにより、被検体が一対の検体接触部１、２の
中央位置にない場合であっても、一度の検体接触部１、２の駆動操作により、被検体を両
側から常に同じ圧力で挟持することが可能となる。
【００３５】
（実施の形態２）
次に、本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置について説明する。
本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置は、検体接触部の駆動機構として本発
明の実施の形態１で説明したラックアンドピニオン方式に替え、送りねじ方式を用いたも
のである。
【００３６】
図４は、本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置の駆動機構を説明するための
説明図である。なお、本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置において、前述
した実施の形態１による超音波測定装置と同様の構成要素については同一の符号を付し、
ここでは説明を省略する。
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【００３７】
送りねじ２１、２２は、シャフト３にトルクリミッタ５、６を介してそれぞれ回転自在に
取付けられている。また、ねじ受け部２３、２４は、送りねじ２１、２２の回転運動を直
線運動に変換し、検体接触部1、２をそれぞれ駆動させるものである。
【００３８】
図４に示すように、本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置では、前記実施の
形態１による超音波骨密度測定装置同様、トルクリミッタ５、６の働きによって、送りね
じ２１、２２に検体接触部１、２及びねじ受け部２３、２４を介して一定以上の圧力が加
わるまでは送りねじ２１、２２がシャフトに連動して回転する。一方で、送りねじ２１、
２２に検体接触部１、２及びねじ受け部２３、２４を介して一定以上の圧力が加わわると
、送りねじ２１、２２がシャフト３に対して空回りを始め、検体接触部１、２の駆動を停
止させる。
【００３９】
これにより、予めトルクリミッタ５、６をともに同一の最適値に設定しておけば、一対の
検体接触部１、２により被検体を両側から等圧で挟みこむことが可能になる。
【００４０】
以上のように、本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置によれば、シャフト３
上に２つのトルクリミッタ５、６を設け、各トルクリミッタ５、６の設定値によって一対
の検体接触部をそれぞれ個別に制御することにより、被検体が一対の検体接触部１、２の
中央位置にない場合であっても、一度の検体接触部１、２の駆動操作により、被検体を両
側から常に同じ圧力で挟持することが可能となる。
【００４１】
（実施の形態３）
次に、本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置について説明する。
本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置は、検体接触部の駆動機構としてワイ
ヤ・プーリ方式を採用したものである。
【００４２】
図５は、本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置の構成の一例を示す図である
。図６は、図５に示す超音波骨密度測定装置のシャフトに手動ダイヤルを取付けた装置側
面図である。なお、本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置において、前述し
た実施の形態１による超音波測定装置と同様の構成要素については同一の符号を付し、こ
こでは説明を省略する。
【００４３】
駆動体３１は、一定の張力でプーリ３７に巻き付けたワイヤ３３とワイヤ３１の張力を調
整する張力調整機構３５とを有し、検体接触部１が駆動体３１の動きと連動するように検
体接触部１が駆動体３１に取付けられている。また、駆動体３２も同様に、一定の張力で
プーリ３８に巻き付けたワイヤ３４とワイヤ３４の張力を調整する張力調整機構３６とを
有し、検体接触部２が駆動体３２の動きと連動するように、検体接触部２が駆動体３２に
取付けられている。
【００４４】
なお、この張力調整機構３５、３６は、ワイヤの張力を調節できるものであればどの様な
ものであっても良く、図示するような引張りバネの他、ボルトとナット等を用いて適宜ワ
イヤの張力を調整できる機構等を用いることも考えられる。
【００４５】
プーリ３７、３８は、シャフト３に固定され、ワイヤ３３、３４が一定の張力で巻き付け
られている。ここではプーリ３８が固定されているシャフト３と検体接触部２との距離が
遠いため、図６に示すように駆動体３２の強度補強のため駆動体３２を略コの字状の連続
構造体としている。
【００４６】
次に、本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置の動作について図５及び図６を
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用いて説明する。
シャフト３を回転させるとそれに連動してシャフト３に固定されたプーリ３７、３８が回
転する。このプーリ３７、３８には駆動体３１、３２のワイヤ３３、３４が図示するよう
に一定の張力で巻きつけられているためプーリ３７とワイヤ３３間で摩擦力が生じ、プー
リ３７、３８の回転運動に伴って駆動体３１、３２に取付けられた検体接触部１、２がそ
れぞれ直線的に移動する。
【００４７】
この時、一方の検体接触部（ここでは仮に検体接触部１とする）が先に被検体に接触した
とすると、被検体からの反発力が検体接触部１を介して駆動体３１に伝達し、駆動体３１
に対して加わるシャフト３の回転方向と逆方向の圧力が徐々に増加する。そして、被検体
から検体接触部１を介して駆動体３１に加わる圧力が一定以上、すなわち駆動体３１に加
わる圧力がプーリ３７とプーリ３７に巻き付けられたワイヤ３３間の摩擦力以上となった
ときに、ワイヤ３３とプーリ３７間で滑りが生じ検体接触部１の駆動が停止する。そのた
め、ワイヤ３３の張力を常に同じ値に設定しておけば常に一定の圧力で検体接触部１を被
検体に接触させることが可能となる。
【００４８】
また、他方の検体接触部２は、一方の検体接触部１が停止した後も移動を継続する。そし
て、検体接触部２が被検体に接触し、被検体から検体接触部２を介して駆動体３２に加わ
るシャフト３の回転方向と逆方向の圧力が一定以上となったときにワイヤ３４とプーリ３
８間で滑りが生じ検体接触部２の駆動が停止する。そのため、上述と同様に、ワイヤ３４
の張力を常に同じ値に設定しておけば常に一定の圧力で検体接触部２を被検体に接触させ
ることが可能となる。
【００４９】
また、さらに２つのワイヤ３３、３４の張力を同一の最適値に設定しておけば、対向した
一対の検体接触部１、２によって被検体を両側から同じ圧力で挟持することが可能になる
。
【００５０】
以上のように、本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置によれば、シャフト３
の回転運動に連動して回転するプーリ３７、３８と、該プーリ３７、３８にそれぞれ一定
の張力で巻き付けたワイヤ３３、３４を設け、各ワイヤ３３、３４の張力調整によって一
対の検体接触部１、２をそれぞれ個別に制御することにより、被検体が一対の検体接触部
１、２の中央位置にない場合であっても、一度の検体接触部１、２の駆動操作により、被
検体を両側から常に同じ圧力で挟持することが可能となる。
【００５１】
なお、前記本発明の実施の形態１から３では、本発明を実施するための一形態を例示した
が本発明はこれに限定されるものではなく、本発明は少なくとも1つの駆動源により前記
検体接触部をそれぞれ駆動する２つの駆動機構と、前記被検体に対する押圧力が所定の値
以上になったときに前記駆動機構による前記検体接触部の駆動を個別に停止させる制御部
とを備えたものであれば良い。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
本発明は、対向した一対の検体接触部によって被検体を両側から同じ圧力で挟持すること
を可能とする。そのため、被検体を透過する超音波信号をより正確に測定することが可能
となる。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置の構成の一例を示す図
【図２】本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置に手動ダイヤルを取付けた装
置側面図
【図３】本発明の実施の形態１による超音波骨密度測定装置のシャフト部分の拡大図
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【図４】本発明の実施の形態２による超音波骨密度測定装置の駆動機構を説明するための
説明図
【図５】本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置の構成の一例を示す図
【図６】本発明の実施の形態３による超音波骨密度測定装置に手動ダイヤルを取付けた装
置側面図
【符号の説明】
【００５４】
１、２　検体接触部
３　シャフト
４　手動ダイヤル
５、６　トルクリミッタ
７、８ ピニオンギア
９、１０　ラック
１１、１５　ナット
１２、１６　バネ
１３、１４、１７、１８　スベリ板
２１、２２　送りねじ
２３、２４　ねじ受け部
３１、３２　駆動体
３３、３４　ワイヤ
３５、３６　張力調整機構
３７、３８　プーリ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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